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まり、こういう方法で科学的に実施しましたという手順だけが正当性の根拠だと強調した。確かに、世論

調査は『世論』の近似値を求め、選挙の情勢調査は投票者 の捕捉を目指すという相違があ

る。ただし、社会の側からすれば、世論調査に基づく選挙の予測が当たるかどうかが、調査への信頼のよ

りどころに違いない。折しも、国内にあっては大阪市における住民投票、国外ではアメリカの大統領選挙

という、世論調査の精度と信憑性とが試されるイベントの最中である。

堀江氏の巧みな司会のおかげで、面白い内容の討論になったのではないかと自負している。緊張感ある、

しかも非常に楽しい論戦を仕掛けてくださった鈴木氏に感謝したい。

今回の研究大会では、株式会社世論総合研究所に共催という形でご支援をいただいた。また、福井コン

ピュータスマート株式会社には、例年通りのご援助を頂戴した。加えて、 配信に関して、株式会社テ

レビ埼玉および株式会社ティーエーピー にご協力いただいた。記して謝意に代えたい。

本号巻末には、埼玉大学社会調査研究センターがアニュアルで実施する「さいたま市民の政治に関する

意識調査 」の結果を、資料解題付きで掲載している。今回の調査は、コロナ禍の悪条件にもかか

わらず、 という例年と変わらぬ有効回収率を確保することができた。回答を寄せてくださった、さいた

ま市民のみなさまに深謝するとともに、日々の安寧をお祈りする次第である。

本誌が、関係者諸兄に幾分かのお役に立つことができれば幸甚である。

年 月

埼玉大学社会調査研究センター長

松本 正生
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第１部 発表

（１）フジ・産経事件の教訓

事件の経緯

産経新聞社・ フジニュースネットワーク の合同世論調査で、調査業務を委託していた調査会社

「アダムスコミュニケーション」が再委託した「日本テレネット」が、約 年 ～ 間にわた

り、計 回分の調査の一部で不正なデータ入力を行っていたことが 年 月 日に判明した。

産経新聞社と によると、日本テレネットが請け負った毎回約 件のうち百数十件について、同社

コールセンターに勤務する社員が、実際には電話をかけずに架空の回答結果を入力していた。不正の件数

は、総調査件数の約 ％に相当することが確認された。

○堀江 朝日新聞の堀江と申します。どうぞよろ

しくお願いします。

フジ・産経事件の教訓についてどのようなこと

を考えるかということで少しお話をさせていただ

こうと思っております。

私は、調査の実態がどうだったのか、詳しく知

り得る立場にはありませんし、報道の範囲で知っ

たぐらいの材料でしかありません。私がこれから

申し上げたいのは、精神論に聞こえるかもしれま

せんけれども、心構え、調査する側にとって忘れ

てはいけないことは何なのかというのをお話しし

たいと思います。

これは背景に、いわゆるビッグデータの世界、

それからデータサイエンスという言葉が流通して

いる時代の大きな流れがあるのかなというところ

も、こういうことを考えた背景にあります。

一方、我々がふだん調査している、政治に関す

る意識、政治に関する意見や態度を有権者の方々

から調査する、聞き出す、こういった調査の難し

さを考えたときに、簡単にデータが集まっている、

簡単にデータが取れるという意識がもしかしたら

我々の心の中にも入り込んでいるのかもしれない。

このようなところに危機感を持って、我々はもう

一度自分たちの仕事の発注の姿勢だとか仕事をど

うやって進めていくのかというところを点検する

といいのではないのかなと思います。

かつてといいますか、これまでは面接で対象者

のお宅を訪問し、ご意見を伺い、回収していくと

いった手法で世論調査は戦後ずっとやられてきた

と思うんですけれども、やってみて分かるのは、

本当に足を棒にして何度も何度もお宅に通い、相

手の都合を聞き、政治的な微妙な質問に対しても

丁寧に聞き取っていくという作業の積み重ねがあ

って初めて一票の回答が得られるということで

我々は調査をしてきたと思うんです。世論調査の

一票一票のデータを取ることがいかに大変なのか

というのを、経験してきた人であれば恐らく共感

してくださるのではないかと思います。

その後なかなか面接調査がうまくいかなくなり

ます。人に会えなくなる。どうしても時間の都合

がつかないといった方が増えてきます。そこで電

話調査が広まっていきます。この電話も、多くの

方が電話に出ない、あるいはもう電話を引かない

といったことも起きていくわけです。そうした中

で何とかお願いをして出てくれた方に調査の意義

を説明し、協力をもらって回答を得てきたという

のが私たちの調査の歴史だったのかなと思います。

いろいろな手法がこの後も報告されると思うん

ですけれども、世論調査を実現していく上で様々

な工夫が凝らさ

れている中で、

ともすれば調査

会社に外注して、

データさえそろ

えばいいんだと

いう気持ちに私
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■大会テーマ■

「世論・選挙調査の条件」
日時： 年９月 日（金） ： ～ ：

埼玉大学社会調査研究センターよりズーム（ ）でリアルタイム配信

■あいさつ（ ）

松本 正生（埼玉大学社会調査研究センター長）

■第１部 発表（ ）

（１）フジ・産経事件の教訓 鈴木 督久（日経リサーチ）堀江 浩（朝日新聞社）

（２）新型コロナ拡大下での出口調査 川本 俊三（朝日新聞社）

＜休憩＞

■第２部 発表＆討論 ： ：

発表 「ノン・スポークン調査」の方法と品質

大隈 慎吾（社会調査研究センター）

発表 オートコール調査による世論観測

―代表性のないサンプル調査・その活用法の再確認―

佐藤 寧（日経リサーチ）

討論 「社会の変容と調査の転換」

司 会：堀江 浩（朝日新聞社）

討論者：鈴木 督久（日経リサーチ）

松本 正生（埼玉大学社会調査研究センター）

【主催】

埼玉大学社会調査研究センター

【共催】

株 世論総合研究所 株 社会調査研究センター
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